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令和７年度
関東森林管理局の重点取組事項

国民の森林・国有林



令和７年度 関東森林管理局の重点的取組事項

４ 森林生態系の保護・管理

１「新しい林業」を目指した取組の推進

主伐期を迎える中で伐採、再造林が増加しており、造林のコスト低減、効率的・効果的なシカ被害対策、効率的な木材生
産等を通じた林業の採算性の向上に取り組みます。あわせて、地域の林業・木材産業の活性化に貢献するため、木材の安
定的・計画的な供給に取り組みます。

２ 木材の安定供給

５ 国民の安全・安心の確保に向けた治山対策等の推進

７ 東日本大震災からの復興・創生への貢献

６ 国民の森林としての管理経営

森林・林業施策全体の推進への貢献

公益的機能の一層の発揮

国民の森林（もり）としての管理経営 等

３ 重視すべき機能に応じた管理経営

国土保全、水源涵養等の重視すべき機能に応じた管理経営を通じて、地域特有の景観や豊かな生態系の保護・管理等を行
います。また、国民の安全・安心を確保するため、自然環境保全等への配慮に努めながら、治山事業による荒廃地の整備
や災害復旧等に取り組みます。

開かれた「国民の森林」として、森林環境教育等の活動支援や関東森林管理局の取組の情報発信等を通じた、森林・林業
に関するサービスを提供します。また、東日本大震災からの復旧・復興に向けて、里山の再生や海岸林の復旧・再生に取
組みます。



１ 「新しい林業」を目指した取組の推進

○ 伐採から再造林・保育に至る収支のプラス転換の実現に向けて、国有林の組織・フィールドを活用した省力・低コ
スト造林、効率的な木材生産、シカ被害対策の実証・普及を推進します。

森林・林業施策全体の推進への貢献

○植栽木と雑草木の競合状態を観察し、必要な場合のみ下刈を
実施する、下刈回数削減の取組を徹底します。

○下刈回数の大幅削減が見込める、成長に優れた特定苗木等の
植栽を拡大します。

省力・低コスト造林

効率的な木材生産

シカ被害対策

○伐採から植栽までを一体的に行う「一貫作業システム」の推進
○下刈り回数や時期の見直し
○特定苗木等の導入、植栽本数の見直し 等

○地域と連携した捕獲
○効率的・効果的なシカ柵等の防除対策

民有林への普及等による地域林業への貢献

○製品生産事業における生産性の向上
○採材の見直し
○収穫調査の改善 等

省力・低コスト造林

特殊性が高く入手が困難な特定苗木等を対象に、種苗生産者
との協定締結

３年間で４ｍに成長したスギ特定苗木

特に効率的な施業を推進する森林※

国有林で率先して取り組み、その成果等を
現地検討会等で民有林等林業関係者に展開

現地検討会

競合状態の評価基準

安定供給体制の構築

労働負荷の高い下刈りの省力化に
向け、多目的造林機械による下刈り
を試験的に取り組みます。

多目的造林機 １

※自然条件や社会条件から持続的な林業生産活動に適した森林を
「特に効率的な施業を推進する森林」として設定



１ 「新しい林業」を目指した取組の推進

効率的な木材生産

○シカの捕獲の効果を知るためには、その地域でのシカの生息状況
(密度)をリアルタイムで把握することが必要となります。
このため、「ニホンジカ被害対策に係る協定」に基づき森林総合
研究所と連携して、「瞬間サンプリング法※」によるシカの生息
状況の調査に取り組みます。

※一定の区域に仕掛けた複数のカメラにより一定間隔で撮影を行い、
撮影されたシカの頭数と面積から生息密度を推計する方法

○請負事業体に作業日報を記録・分析するデジタルツールを提供。
生産のボトルネックとなる工程の「見える化」を通じて、作業シ
ステムの改善に取り組みます。

シカ被害対策

OWLによる調査とデータ解析画像 GNSSによる周囲測量の様子と現地データ

○収穫調査（伐採予定箇所の立木の樹高、直径、材積、面積
等の調査）の実施にあたっては、地上型３Dレーザースキャ
ナ、GNSS（衛星測位システム）の導入に取り組みます。

日々の人工
や実行量を
生産日報ア
プリで入力

（最新データ反映）

瞬間サンプリング法（Instantaneous Sampling）によるシカ個体数の推測

○「捕獲数」、「狩猟者登録数当たりの捕獲数」、「糞粒密度」等の情報から「個体数」と「自然増加
率」を同時に推計する方法（現在の主流）。

○時系列に沿ったデ－タが必要、「個体数」と「自然増加率」の同時推計が困難である等の課題。

カメラの設置状況と撮影範囲 撮影された画像

現在の推計方法

瞬間サンプリング法（IS）による個体数推測

カメラ

撮影範囲

２

○複数のカメラで一定間隔を撮影。撮影頭数・面積から現時点の局所的な密度を推計。

・設置台数 ： 1k㎡あたり12台以上
・カメラ配置： 動物の動きに対してランダム
・撮影間隔 ： 5分間隔（センサ－感度に左右されない）

・撮影期間 ： 1ヶ月
・画像解析 ： AddaxAI※による自動判別

※旧「EcoAssist」（名称のみ変更）

日報分析ツールのイメージ

・月別集計
・データの評価・分析
・月報作成支援

事業進捗をリア
ルタイムで把握

データの活用、
評価、分析

・最新の生産量や生産性の
把握

・月報作成支援や計画との
差異分析



２ 木材の安定供給

○ 木材を計画的・安定的に供給することにより、地域の林業・木材産業の活性化に貢献します。

○各署等で実施する立木・素材の入札（公売）の予定や結果をホーム
ページ上で公表し、地域における取引価格形成に寄与します。

○地域の木材需要動向を踏まえながら、主伐・間伐期に達した立木や間伐等の森林整備により得られた丸太（素材）を計画的
に販売・供給します。

（１）安定供給システムによる木材の販売

○国産材の需要拡大等に取り組む製材工場等と協定を締結し、当該協定者
に対する安定的・計画的な素材の供給に取り組みます（民有林材との協調
出荷を含む）。

〇外部委員による「関東森林管理局国有林材供給調整委員会」を開催し、
国有林材の供給調整が必要と判断した場合には、供給時期の調整等の
供給調整を的確に実施します。

○複数の立木販売物件をまとめて協定を結び、数年単位に渡って安定的な
供給を図ります。
○また、新たな仕組みとして、主伐後の造林の実施を協定に含む立木シス
テム販売に取り組むこととし、令和８年度の協定締結に向けて箇所の選定
を進めます。

立木

素材

○素材販売のうち、約７割の数量をシステム販売により供給します。

（２）木材販売に係る各種情報の公表

（３）樹木採取権制度への取組
○茨城県内において、立木を一定期間（10年）、安定的に採取できる樹
木採取権を設定しており、適切な制度運用に取り組みます。

（４）木材の需要動向を踏まえた国有林材の供給調整

直送 大ロットで安定的に供給

３

R7計画R6見込R5R4R3年度

499.4429.0445.5378.8392.4素材販売量

351.0
【70.3%】

330.6
【77.1%】

328.0
【73.7%】

306.0
【80.8%】

329.6
【84.0%】

システム販売量
【割合】

－
53件

【6.2】
52件

【6.3】
61件

【5.0】
55件

【6.1】
協定件数

【平均数量】

関東森林管理局の素材供給量 （単位：千m3）



３ 重視すべき機能に応じた管理経営

○ 国有林を重視すべき機能に応じて区分し、齢級構成に
も配慮しながら機能類型区分に応じて多様で健全な森林
へ誘導します。

公益的機能の一層の発揮

４ 森林生態系の保護・管理

○ 原生的な森林等の保護・管理の実施と生物多様性の
保全・復元を図る森林施業に取り組みます。

原生的な生態系の保護管理

生物多様性の保全と復元

○公益的機能の持続的な

発揮に向け、長伐期化、

複層林化、針広混交林化

などに取り組みます。

○小笠原諸島の国有林において、リュウキュウマツなどの外来種

駆除をはじめ固有の森林生態系の修復に取り組みます。

○群馬県利根郡みなかみ町において、自然林への復元やイヌワシの

営巣環境保全などを地域と連携して行います。

針広混交林複層林

リュウキュウマツ（外来種）の特殊伐採 リュウキュウマツ（外来種）への薬剤注入

伐採から15年後人工林（カラマツ）を伐採

花粉の少ないスギの導入状況

○花粉の少ない森林への転換に取り組みます。

○花粉の少ない苗木（特定苗木）を安定的に確保するため、種苗

生産者との協定締結による安定供給体制の構築に取り組みます。

種苗生産者
との協定

R7予定R6実績R1実績

1,3921,231494
本数

（千本）

78%83%35%
全体に占
める割合

花粉の少ない
苗木への植替え

４



５ 国民の安全・安心の確保に向けた治山対策等の推進

国有林内及び民有林内の治山対策の推進

○ 土砂流出や崩壊・落石、流木等の災害から国民の生命・財産を守り、「防災・減災、国土強靭化のための５か年加
速化対策」等により治山対策を推進するため、令和７年度においては、災害復旧等事業を含めた100箇所で治山事業
を実施します。

○集中豪雨や台風・地震などの自然災害により発生した荒廃渓流や崩壊地等の復旧整備を推進します。
○山地災害からの防災・減災を図るため、山地災害危険地区などにおける予防対策を推進します。
○民有林内の荒廃地において、事業規模が大きく、復旧にあたり高度な技術を必要とする箇所で、県からの要請があった地区において、
国が直轄で治山事業を実施します。

《令和７年度 事業実施予定地区》
○ 荒廃渓流等の侵食や不安定土砂の移動の抑止などを図る渓間工 38箇所
○ 崩壊した山腹斜面等を安定させ、森林を再生する山腹工 51箇所
○ 森林のもつ公益的機能の維持、強化のための森林整備(計70.0ha) ６箇所
○ 令和６年発生の山地災害に対する災害復旧等事業 ５箇所

○人命や人家等の保全対象へ被害が及ぶ若しくは被害が拡大するお
それがある場合において、迅速な対応がとれるよう緊急応急工事
要請対象者として登録を行うなど、災害対応を行っています。

災害発生時の対応

５

木製残存型枠を使用した
コンクリート谷止工

集中豪雨による被害箇所
の復旧状況（新潟県村上市）

豪雨災害により民家に流出した
土砂撤去作業

階段状に施工された枠式治山ダム工

国有林内治山対策箇所

民有林内治山対策箇所

大規模崩壊地の復旧状況

路肩欠損による道路被害防止
のための応急作業



６ 国民の森林としての管理経営

国民参加の森林づくり、森林環境教育

〇 森林環境教育等の活動支援や関東森林管理局の取組
の情報発信等を通じた、森林・林業に関するサービス
を提供します。

○地域の自治体、市民団体等の森林づくり活動や小中学生等の森林
教室等のためのフィールド提供などに取り組みます。

○メールマガジンや動画等を活用した情報発信、国有林野が所在
する市町村長との会議（有志協議会）等での意見交換を行います。

情報発信

国民の森林（もり）としての管理経営 等

６

７ 東日本大震災からの復興・創生への貢献

○ 東日本大震災で被災した地域の森林の復旧、林業の再
生に向けて、引き続き各種事業を実施します。

管内の取組を動画（YouTube）で紹介

本年度埼玉県で開催される全国植樹祭 小学生向けの森林教室の様子

市町村長との会議の様子

○福島県相双地域の避難指示が解除された区域の国有林において、
森林・林業の再生に向け、令和７年度は、引き続き空間線量率等
のモニタリングを実施するとともに、森林整備及び路網の新設や
改良工事を実施します。

○「「第２期復興・創生期間」以降における東日本大震災からの復
興の基本方針の変更について（令和６年３月19日閣議決定）」を
踏まえ、帰還困難区域を含めた森林整備の再開に向けた実証事業
等に取り組みます。

令和６年度に双葉郡広野町の国
有林で実施した森林整備（下刈
による森林の保育作業）

令和６年度に実施した大富林道
改良工事（南相馬市）



国有林（林野庁所管）

119万ha

29%

その他国有林

0.7万ha

0%

民有林

287万ha

71%

＜参考資料＞

７注 １．四捨五入により合計の数値が一致しない場合があります。 ２．令和７年４月１日現在の値です。

森林面積（森林率）民有林面積（割合）国有林面積（割合）

(７０%)９７．０(５８%)５６．４(４２%)４０．７福 島 県

(３１%)１８．７(７６%)１４．２(２４%)４．５茨 城 県

(５４%)３４．７(６３%)２２．０(３７%)１２．７栃 木 県

(６７%)４２．５(５４%)２３．１(４６%)１９．５群 馬 県

(３１%)１１．９(９０%)１０．７(１０%)１．２埼 玉 県

(２９%)１４．８(９５%)１４．０(５%)０．８千 葉 県

(３６%)７．９(９０%)７．１(１０%)０．８東 京 都

(３９%)９．４(８９%)８．４(１１%)１．０神 奈 川 県

(６８%)８５．５(６６%)５６．５(３４%)２９．０新 潟 県

(７８%)３４．８(９９%)３４．３(１%)０．５山 梨 県

(６３%)４９．４(８２%)４０．７(１８%)８．７静 岡 県

(５７%)４０６．６(７１%)２８７．２(２９%)１１９．３合 計

令和７年４月１日現在令和７年４月１日現在

（単位：万ha）

令和４年３月31日現在

令和４年３月31日現在

国土面積

3,730万ha

国土面積

708万ha

森林面積

407万ha

森林面積

2,502万ha

関東森林管理局管内の森林面積 参考：全国の森林面積 関東森林管理局管内の保有形態別の森林面積

各都県別の森林面積 参考：全国の保有形態別の森林面積



８

区分 単位 前年比 区分 単位 前年比

植 付 ｈａ 94% 主 伐 千㎥ 96%

下 刈 ｈａ 98% 間 伐 千㎥ 106%

除 伐 ・ つ る 切 ｈａ 93% 立 木 販 売 千㎥ 100%

路網
整備

林 道 新 設 ｋｍ 57% 国有林直轄治山 百万円 108%

民有林直轄治山 百万円 87%

① 事業量には、前年度の補正予算等による繰越事業量を含みます。

② 森林整備には、保安林整備事業（治山事業）を含みます。

③ 植付は、新植面積です。

④ 林道には、林業専用道を含みます。

⑤ 収穫量、立木販売量には、分収林の民収分の数量を含みます。

1,276         

470            499            106%

4.2             2.4             
治山
事業

5,071         5,496         

3,032         2,647         

3,034         107% 製 品 販 売

森林
整備

1,049         983            

収穫

1,120         

保 育 間 伐 ｈａ 2,849         

1,349         1,248         

販売

1,272         

千㎥

1,075         

3,604         3,519         862 910

（参考）

関 東 森 林 管 理 局 の 令 和 ７ 年 度 主 要 事 業 量

項目 令和６年度計画 令和７年度計画 項目 令和６年度計画 令和７年度計画



９

① 事業量（年度当初予定）には、前年度の補正予算等による繰越事業量を含みます。

② 森林整備には、保安林整備事業（治山事業）を含みます。

③ 林道には、林業専用道を含みます。

④ 収穫量、立木販売量には、分収林の民収分の数量を含みます。

⑤ 単位未満の四捨五入により、計と内訳が一致しない場合があります

福島県 茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 新潟県 山梨県 静岡県

植 付 ｈａ 525 113 149 117 1 11 - 2 22 - 42 

下 刈 ｈａ 1,619 668 298 602 5 55 - 5 99 1 166 

間 伐 千㎥ 143 241 118 289 1 2 2 6 36 7 65 

立 木 販 売 千㎥ 227 265 103 329 8 8 - 25 59 31 221 

民有林直轄治山 百万円 501 629 1,517 2,647  

87 113 1,262 70 830 1,371 183 344 980 131 125 

治山
事業

国有林直轄治山 百万円 5,496  

3 19 5 37 88 69 86 3 3 1 

910    

販売

1,276  

製 品 販 売 千㎥ 499    186 

- 25 60 31 225 347 125 75 162 12 13 

収穫

主 伐 千㎥ 1,075  

- - - 0.2 - - 0.9 - 0.1 -

305 - 25 240 21 

370 38 150 8 -除 伐 ・ つ る 切

路網
整備

林 道 新 設 ｋｍ 2.4     1.2 

8 10 

森林
整備

983    

3,519  

ｈａ 1,248  

区分 項　　　　　目 単位
　令和７年度　事業量　（年度当初予定）

保 育 間 伐 ｈａ 3,034  852 402 391 780 

- 3 18 16 16 629 



関東森林管理局管内の国有林の分布 お問い合わせ先

小笠原諸島

伊豆諸島

局・署等 住所 ℡番号

関東森林管理局 〒371-8508 群馬県前橋市岩神町4-16-25 027-210-1158

東京事務所 〒135-8375 東京都江東区東陽6丁目1-42 03-3699-2512

福島森林管理署 〒960-8055 福島県福島市野田町7-10-4 024-535-0121

福島森林管理署白河支署 〒961-0074 福島県白河市字郭内128-1 0248-23-3135

会津森林管理署 〒965-8550 福島県会津若松市追手町5-22 0242-27-3270

会津森林管理署南会津支署 〒967-0692 福島県南会津郡南会津町山口字村上867 0241-72-2323

磐城森林管理署 〒979-0201 福島県いわき市四倉町字東2-170-1 0246-66-1234

棚倉森林管理署 〒963-6131 福島県東白川郡棚倉町大字棚倉字舘ヶ丘73-2 0247-33-3111

茨城森林管理署 〒310-0852 茨城県水戸市笠原町978-7 029-243-7211

日光森林管理署 〒321-1274 栃木県日光市土沢1473-1 0288-22-1069

塩那森林管理署 〒324-0022 栃木県大田原市宇田川1787-15 0287-28-3125

群馬森林管理署 〒371-8508 群馬県前橋市岩神町4-16-25 027-210-1203

利根沼田森林管理署 〒378-0018 群馬県沼田市鍛冶町3923-1 0278-24-5535

吾妻森林管理署 〒377-0423 群馬県吾妻郡中之条町大字伊勢町771-1 0279-75-3344

東京神奈川森林管理署 〒254-0046 神奈川県平塚市立野町38-2 0463-32-2867

中越森林管理署 〒949-6608 新潟県南魚沼市美佐島61-8 025-772-2143

下越森林管理署 〒957-0052 新潟県新発田市大手町4-4-15 0254-22-4146

下越森林管理署村上支署 〒958-0033 新潟県村上市緑町3-1-13 0254-53-2151

上越森林管理署 〒943-0172 新潟県上越市大道福田555 025-524-2180

静岡森林管理署 〒420-0856 静岡県静岡市葵区駿府町1-120 054-254-3401

天竜森林管理署 〒434-0012 静岡県浜松市浜名区中瀬2663-1 053-588-5591

伊豆森林管理署 〒410-2401 静岡県伊豆市牧之郷546-5 0558-74-2522

埼玉森林管理事務所 〒368-0005 埼玉県秩父市大野原491-1 0494-23-1260

千葉森林管理事務所 〒263-0034 千葉県千葉市稲毛区稲毛1-7-20 043-242-4656

山梨森林管理事務所 〒400-0021 山梨県甲府市宮前町7-7 055-253-1336

赤谷森林ふれあい推進センター 〒378-0018 群馬県沼田市鍛冶町3923-1 0278-60-1272

高尾森林ふれあい推進センター 〒193-0844 東京都八王子市高尾町2438-1 042-663-6689

森林技術・支援センター 〒309－1625 茨城県笠間市来栖87-1 0296-72-1146

大井川治山センター 〒428-0411 静岡県榛原郡川根本町千頭950-2 0547-59-3344

小笠原諸島森林生態系保全センター 〒100-2101 東京都小笠原村父島字東町152 04998-2-3403

森林放射性物質汚染対策センター 〒960-8055 福島県福島市野田町7-10-4 024-536-6556

小笠原総合事務所国有林課 〒100-2101 東京都小笠原村父島字東町152 04998-2-2103 10

小笠原諸島

伊豆諸島

小笠原諸島森林
生態系保全（セ）



農林水産省 林野庁 関東森林管理局
〒371-8508
群馬県前橋市岩神町4-16-25
TEL 027-210-1158
HP https://www.rinya.maff.go.jp/kanto/

国民の森林・国有林


